（様式第19号）
（面）

　　　　年度　介護保険料特別徴収通知書　　　　　　年　　月　　日　

　　　　年度分の介護保険料額が次のとおり決定しましたので通知します。なお、この保険料を年金から特別徴収します。
また、　　　　年度分の介護保険料(仮徴収分)を年金から特別徴収しますので通知します。
上小阿仁村長　 eq \o\ac(□,印)　
	被保険者番号
	
	

	特別徴収義務者
	
	

	
	
	
	今年度年金から納めていただく保険料額
	

	特別徴収年金種別
	
	
	
	


(内訳)
	年金支払月
	10月
	12月
	2月

	保険料額
	
	
	


　　　　年度　介護保険料の算定基礎

1　被保険者本人の住民税課税状況等
2　賦課期日の世帯の状況
	被保険者番号
	被保険者氏名
	住民税課税状況
	合計所得金額
	
	世帯コード
	住民税課税状況

	
	
	
	
	
	
	


※合計所得金額は、地方税法第292条第1項第13号により算定された額です。
3　介護保険料の算定基礎

	保険料段階区分
	①段階保険料
	②普通徴収保険料
	③減免等の額
	④年間保険料額
①－②－③

	
	
	
	
	


※減免等の額とは、条例の定めにより、災害等の特別な事情により減免された額です。
4　段階別介護保険料率
	段階区分
	第1段階
	第2段階
	第3段階
	第4段階
	第5段階

	基準保険料
	
	
	
	
	

	軽減後保険料
	
	
	
	
	


期別保険料額
	被保険者番号
	
	被保険者氏名
	


	　　　　年度　本徴収額（10月1日～3月31日）
	　　　　年度　仮徴収額（4月1日～9月30日）

	年金支払月
	保険料額
	年金支払月
	保険料額

	年　　月
	
	年　　月
	

	年　　月
	
	年　　月
	

	年　　月
	
	年　　月
	

	合計
	
	合計
	

	※本徴収額は、年間保険料額から仮徴収額を差し引いた額です。
年金の支払い回数で除して得た額に100円未満の端数が生じた場合は、10月分に合算されます。
	※仮徴収とは、年間保険料額を平準化するために行ないます。
仮徴収額は、前年度2月に納めていただいた保険料額と同額になります。


（裏）

介護保険料について
1　賦課の根拠
この介護保険料は、介護保険法第129条及び上小阿仁村介護保険条例第2条の規定により、賦課されています。

2　納付義務者

上小阿仁村内に住所を有する者（住所地特例者を含む）65歳以上の個人に対して、賦課されます。
3　納付方法

当該年の4月1日において65歳以上であり、次に記載する年金を年額18万円以上受給している方は、特別徴収（受給年金より天引き）により納付することとなります。

①　国民年金法による老齢基礎年金及び同法附則第9条の3第1項による老齢年金。

②　昭和60年国民年金等改正法第1条の規定による改正前の国民年金法による老齢年金及び通算老齢年金。
③　昭和60年国民年金等改正法第3条の規定による改正前の厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）による老齢年金、通算老齢年金及び特例老齢年金。

④　昭和60年国民年金等改正法第5条の規定による改正前の船員保険法による老齢年金及び通算老齢年金。
⑤　国家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和60年法律第105号。以下「昭和60年国共済法等改正法」という。）第1条の規定による改正前の国家公務員等共済組合法並びに昭和60年国共済法等改正法第2条の規定による改正前の国家公務員等共済組合法の長期給付に関する施行法（昭和33年法律第129号）による退職年金、減額退職年金及び通算退職年金。
⑥　農林漁業団体職員共済組合法の一部を改正する法律（昭和60年法律第107号）による改正前の農林漁業団体職員共済組合法（昭和33年法律第99号）による退職年金、減額退職年金及び通算退職年金。
⑦　私立学校教職員共済組合法等の一部を改正する法律（昭和60年法律第106号）第1条の規定による改正前の私立学校共済組合法（昭和28年法律第245号）による退職年金、減額退職年金及び通算退職年金。

⑧　地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和60年法律第108号。以下「昭和60年地共済法等改正法」という。）第1条の規定による改正前の地方公務員等共済組合法並びに昭和60年地共済法等改正法第2条の規定による改正前の地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法（昭和37年法律第153号）による退職年金、減額退職年金及び通算退職年金。
※遺族年金、障害年金、老齢福祉年金等の年金からは介護保険料の特別徴収は行われません。

※年度の途中で資格喪失（他市町村転出等）等があった時には、介護保険料の還付等が発生する場合がありますので、年金保険者に対し異動届けを必ず行うようにして下さい。

異動届けが行われない場合には、還付金等の額を算出することが出来ない場合があります。

4　不服の申立

この通知について不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して60日以内に、秋田県介護保険審査会に審査請求することができます。
電話
5　保険料

次の要件により、5段階の保険料に区分されます。　　上小阿仁村介護保険条例第2条
	段階
	要件
	年間保険料額

	第1段階
	生活保護の被保護者

老齢福祉年金の受給権者であり、属する世帯の全員が市町村民税非課税の者
	円

	第2段階
	属する世帯の全員が市町村民税非課税の者
	円

	第3段階
	市町村民税非課税者で第1段階、第2段階に該当しない者
	円

	第4段階
	市町村民税課税者で合計所得金額が2,500,000円未満の者
	円

	第5段階
	市町村民税課税者で合計所得金額が2,500,000円以上の者
	円


6　保険料の計算方法
該当する保険料の保険料額に資格を取得している期間に応じた率を乗じて算出する。
